
～産業廃棄物の自社保管に関する届出制の創設～～産業廃棄物の自社保管に関する届出制の創設～

排出事業者は、建設工事に伴い生じる産業廃棄物を、排出した事業場の外において自ら
保管（保管の用に供される場所の面積が３００ｍ２以上の場所で行うものに限る ）を行おう

改正概要

保管（保管の用に供される場所の面積が３００ｍ 以上の場所で行うものに限る。）を行おう
とするときは、原則としてあらかじめ都道府県知事に届け出なければならないこととする、
届出制を創設。（違反した者には、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金。）

※ ただし、非常災害のために必要な応急措置として保管を行うときは、保管した日から14日以内
に都道府県知事に届け出ることとする。（違反した者には、20万円以下の過料。）

※ 保管届出場所における産業廃棄物の保管については、産業廃棄物処理基準が適用される。保管届出場所 おける産業廃棄物 保管 、産業廃棄物処 準 適用さ る。
※ 届け出た事項を変更しようとするときは、事前に届け出なければならない。また、保管をやめた
ときは、30日以内に届け出なければならない。

※ 特別管理産業廃棄物についても同様の保管届出制を創設。
※ 施行日時点で行われている保管については 6月30日までに都道府県知事に届け出なければ

効 果

※ 施行日時点で行われている保管については、6月30日までに都道府県知事に届け出なければ
ならない。

○ 保管場所をあらかじめ行政が把握し、不適正化する前に事業者を適切に指導。
○ 不適正保管を早期に発見し、事業者に対して報告徴収、立入検査等の行政処分

効 果

等を迅速に行うことにより、生活環境保全上の支障の発生を未然に防止し、または
拡大を防止する。
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